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明 細 書

発明の名称 ：貴金属回収装置及び回収方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、貴金属を含む廃液から貴金属を電解法により回収するための回

収装置及び回収方法に関する。

背景技術

[0002] 例えば、貴金属めつき液といった各種廃液中に残留する貴金属を回収する

手段として、電解 （還元）法が一般的に用いられている。この電解法による

貴金属回収装置では、電解槽中に廃液を導入し、その廃液内に不溶性陽極及

び陰極を浸潰させて通電することで液中の金属イオンを還元析出させる。

[0003] 貴金属回収装置の態様の一つとして、図 3 に記載する円筒状容器 2 1 7 (

電解槽）を用いる貴金属回収装置 2 がある （特許文献 1参照）。この回収装

置 2 では、円筒状容器 2 7 と、その中心部に設けられる陽極 2 1 1 と、容

器内周に沿って配置される円筒状陰極 2 1 6 とからなる。そして、貴金属回

収の際には、廃液を容器下部の注入口から導入し、これを陽極 2 と円筒

状陰極 2 1 6 とにより電解 しつつ、陽極の開口より排出口を通って出るよう

になっている。そして、かかる工程により、陰極 2 1 6 の表面には回収目的

の貴金属が電解還元されて析出し、回収可能な状態となる。

[0004] このような円筒状の回収装置は、絶えず廃液を流通させて使用することが

可能である。それゆえ、作業効率に優れる他、例えば、板状の陽極と陰極と

を連続的に積層させる従来形式の回収装置 （曰本国特開平 7 _ 3 0 0 6 9 2

号など）と比べると比較的コンパク卜であるといった利点がある。

[0005] しかし、先の円筒容器を適用する特許文献 1 に記載の回収装置にも問題が

ある。即ち、析出した貴金属が陰極より剥離する場合があり、剥離 した貴金

属により陽極と陰極とが短絡 し、陽極の消耗が促進されたり、電解の継続が

不可能となったりする場合がある。この短絡は、特に析出貴金属が板状、箔

状となる場合に生じ易い。



[0006] この問題を解消するため、他の態様として、図4 に記載する電解槽を構成

する円筒状容器 3 0 と、前記容器の中心に配置され、廃液を容器上部から

容器底部へと流通させるように底部に開口を有するパイプ状の陽極 3 と

、前記容器の内周に沿って配置される筒状の陰極 3 2 と、を備える貴金属

回収装置 3 であって、前記陰極の内周に、陰極と電気的に接続される網状の

第 1 の筒体が配置された貴金属回収装置 3 がある （特許文献 2 参照）。この

回収装置 3 では、まず、陰極の内周に沿って、チタン製のパンチングメタル

を巻いて筒状としたものを2 重に重ねたものを第 1 の筒体として用いる。こ

の第 1 の筒体は陰極として作用するため、析出貴金属は筒体にも付着するが

、析出貴金属の形状は粉状、粒状のものとして筒体の表面及び孔の内壁に付

着する。この析出貴金属は密着性の良好な状態で筒体に保持されており、剥

離による陽極との短絡は生 じ難 くなつている。また、平滑な筒状の陰極に析

出した貴金属については、剥離 しても筒体と陰極との間隙で保持されるので

、これによる陽極との短絡は生 じない。また廃液の供給を陽極により行い、

パイプ状の陽極底部を開口して、廃液が陽極上部から底部へ流通するように

なっている。特許文献 2 に記載の技術においては、第 1 の筒体より粉状の析

出貴金属が剥離 し、容器底部に堆積 した場合、容器底部と陽極とが短絡する

おそれがある。そこで、廃液の供給を陽極底部から行い、絶えず通液するこ

とで、容器底部に堆積 した析出貴金属粉を水流により容器底部の外周に押 し

流すことができこの短絡を防止できるようになる。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：曰本国特開 2 0 0 0 - 4 5 0 8 9 号公報

特許文献2 ：日本国特開 2 0 0 6 - 2 8 5 5 5 ( 日本国特許第4 5 9 0 4

) 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題



[0008] しか しな が ら、 この特 許 文献 2 に記載 の技 術 にお いて も、 陰極 と して作 用

す る第 1 の筒 体 のふ らつ きに よ る電流異 常 か ら析 出量 の ば らつ きや、 筒 体端

部 で の電流 集 中 に由来 す る貴 金 属 の異 常析 出 に よ り金 属粉 と して落 下 しそれ

に よ る短絡 不 良 を完全 に抑 制 す る こ とはで きな か った。

[0009] そ こで、 本 発 明 は、 上 記 の よ うな電流異 常 に よ る析 出量 あ るい は析 出粒 子

の ば らつ きや、 電流 集 中 に由来 す る貴 金 属 の異 常析 出 に よ る短絡 不 良 を抑 制

す る こ とで、 回収 物 の精 製 の際 の溶 解 に都 合 の 良 い均 一 な貴 金 属 を安 定 的 に

析 出 させ る こ とを可 能 にす る貴 金 属 回収 装 置 お よび貴 金 属 回収 方 法 を提 供 す

る こ とを 目的 とす る。 さ らに本 発 明 は、 均 一 で安 定 に貴 金 属 を析 出 させ る こ

とを可 能 に し、 貴 金 属 を効 率 よ く回収 す る貴 金 属 回収 装 置 及 び貴 金 属 回収 方

法 を提 供 す る こ とを 目的 とす る。

課題 を解決するための手段

[001 0] 本 発 明者 等 は、 鋭 意検 討 を行 い、 円筒状 容 器 を適 用 す る回収 装 置 お よび 回

収 方 法 にお いて複 数 の改 良 を行 い、 上 記 課題 を解 決 す る こ との で きる回収 装

置 お よび 回収 方 法 を見 出 した。

[001 1] 本 発 明 の態様 を よ り詳 細 に説 明 すれ ば、 以 下 の とお りとな る。

貴 金 属 回収 装 置 は、 電解 槽 を構 成 す る円筒状 の金 属製 容 器 と、 前 記 金 属製 容

器 を密 閉 し取 外 し可 能 な、 廃 液 流 出 口を有 す る絶 縁 性 蓋 体 と、 前 記絶 縁 性 蓋

体 の 中心 を貫 通 し、 廃 液 を上部 か ら底部 へ と流 通 させ るパ イ プ状 陽極 と、 前

記 金 属製 容 器 の 内周 に沿 って配 置 され る筒状 の エ キ スパ ンダ陰極 と、 前 記 パ

イ ブ状 陽極 の外 周 に沿 って配 置 され る筒状 の エ キ スパ ンダ陽極 と、 を備 え る

貴 金 属 回収 装 置 で あ って、 前 記 エ キ スパ ンダ陰極 の上部 は前 記 金 属製 容 器 の

上 肩部 と断面 逆 L 字形 に接 続 固定 され て お り、 前 記 エ キ スパ ンダ陰極 の下部

は前 記 金 属製 容 器 の底部 と接 続 固定 され て お り、 前 記 エ キ スパ ンダ陽極 の両

端 は前 記 パ イ プ状 陽極 と断面 コの字形 に接 続 固定 され て い る こ とを特 徴 とす

る。

こ こで、 前 記 エ キ スパ ンダ陽極 の長 さは、 前 記 エ キ スパ ンダ陰極 の長 さの

0 . 5 0 . 9 5 を乗 じた長 さで あ る こ とが好 ま しい。



前記金属性容器及び前記エキスパ ンダ陰極 は、チタン、 タンタル、ニオ ブ

、 ジル コニウムおよびハ フニウムの うちの 1種 または 2 種以上の金属 または

合金 よ りなることが好 ま しい。

また、前記エキスパ ンダ陰極 の中央部が前記エキスパ ンダ陽極側 に膨 出 し

た形状であることが好 ま しい。

また、パイプ状陽極 およびエキスパ ンダ陽極 は、少な くともその表面が白

金族の金属、合金 または酸化物 よ りなることが好 ま しい。

他方、本発明の態様 における貴金属回収方法は、電解槽 を構成する、 円筒

状の金属製容器上 に設 け られた密閉 し取外 し可能な絶縁性蓋体の中心 を貫通

するパイプ状陽極 と、金属製容器およびその内周 に沿 って配置 されるエキス

パ ンダ陰極 と、パイプ状陽極外周 に沿 って配置 される筒状のエキスパ ンダ陽

極 と、 を準備 し、貴金属 を含む廃液 を収容する回収廃液槽か ら廃液 を送液す

る工程 と、送液 された廃液が前記パイプ状陽極 内を上部か ら底部へ と流通す

る工程 と、 その流通 された廃液が前記エキスパ ンダ陰極 と前記パイプ状陽極

との間を底部か ら上部へ逆流 しなが ら電解する工程 と、 その電解 された廃液

が廃液流出口か ら前記廃液 を排 出 し、 フィル ターを通 して前期回収廃液槽へ

戻 し循環 させる工程 と、 を含む貴金属回収方法 において、前記エキスパ ンダ

陰極 の上部 は前記金属製容器の上肩部 と断面逆 L 字形 に接続固定されてお り

、前記エキスパ ンダ陰極 の下部 は前記金属製容器の底部 と接続固定されてお

り、前記エキスパ ンダ陽極 の両端 は前記パイプ状陽極 と断面 コの字形 に接続

固定されていることを特徴 とする。

ここで、前記エキスパ ンダ陽極 の長 さは、前記エキスパ ンダ陰極 の長 さの

0 . 5 0 . 9 5 を乗 じた長 さであることが好 ま しい。

前記金属性容器及びエキスパ ンダ陰極 は、チタン、 タンタル、ニオ ブ、 ジル

コニゥ厶およびハ フニウムの うちの 1種 または 2 種以上の金属 または合金 よ

りなることが好 ま しい。

また、前記エキスパ ンダ陰極 の中央部が前記エキスパ ンダ陽極側 に膨 出 し

た形状であることが好 ま しい。



また、前記パイプ状陽極及び前記エキスパ ンダ陽極 は、少な くとも表面が

白金族の金属、合金 または酸化物 よ りなることが好 ま しい。

発明の効果

[001 2] 本発明の態様 における貴金属回収装置および貴金属回収方法 によれば、電

流異常による析 出量や析 出粒子のば らつ きや、電流集中に由来する貴金属の

異常析 出による短絡不良を抑制することで、回収物の精製の際の溶解 に都合

の良い均一な貴金属 を安定的に析 出させることがで きる。 さ らに本発明の貴

金属回収装置および貴金属回収方法 によれば、均一で安定に貴金属 を析 出さ

せることを可能 に し、貴金属 を効率 よ く回収することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図 1] 図 1 は、本発明の貴金属回収装置の一実施形態 を示す断面概略図。

[ 図2] 図 2 は、本発明の貴金属回収方法 にかかる一実施形態 を示す概略図。

[ 図3] 図 3 は、従来の貴金属回収装置 （特許文献 1 ) の断面構造 を示す図。

[ 図4] 図 4 は、従来の貴金属回収装置 （特許文献 2 ) の断面構造 を示す図。

発明を実施するための形態

[0014] 以下、本発明の実施の形態 を、貴金属 を含む廃液か ら電気分解 によ り貴金

属の回収処理 を行 う貴金属回収装置の断面の図面 （図 1 ) と共 に説明する。

本実施形態 における貴金属回収装置 1 は、エキスパ ンダ陰極 1 2 の上部 を金

属製容器 1 0 の上肩部 と断面逆 L 字形 に接続固定 し、 その下部 を金属製容器

0 の底部 と接続固定することで、陰極 のふ らつ きによる陽極 との短絡、あ

るいは電流異常による異常析 出や析 出物の落下による短絡 を抑制で きる。 ま

たエキスパ ンダ陰極 1 2 の両端部 はそのままでは電流が集中 して しまうが、

両端が金属製容器 1 0 に電気的に接続 されるため、陰極両端部への電流集中

を抑制で き、 それに由来する貴金属の異常析 出による短絡 を抑制で きる。 そ

の接続固定は、エキスパ ンダ陰極 1 2 の上部及び下部 と金属製容器 1 0 との

間の全周あるいは一部でも良い。接続固定はエキスパ ンダ陰極 1 2 を直接溶

接 してもスぺ一サ一を介 して溶接 してもどち らでも良い。 スぺ一サ一を介 し

て全周の接続固定を行 う場合は廃液の流通 を考慮 し、 スぺーサ一に孔 を有す



る形状 が好 ま しい。 一部 の接続 固定の場合 はふ らつ き抑制 を考 慮 し上部 及び

下部 それ ぞれ 2 箇所以上 固定す る ことが好 ま しい。接続様 式 と しては通常の

スポ ッ 卜溶接 や圧接 な どで行 うことがで きるが、 電気的 に接続 が可能 であれ

ば前記様 式 に限 られない。本実施形態 におけるエキスパ ンダ陰極 1 2 は、単

層 であ って も多層 であ って も良い。 ただ し回収効率 を考 慮 す る と、 エキスパ

ンダ陰極 1 2 は多層 であ る ことが好 ま しい。 更 に、装置 の製造 コス トや運転

コス トを考 慮 す る と、 エキスパ ンダ陰極 1 2 は 2 ~ 5 層 が よ り好 ま しい。

[001 5] 本 実施形態 におけるエキスパ ンダ陽極 1 3 は、 その両端 をパ イ プ状 陽極 1

1 と断面 コの字形 に接続 固定す る ことで、 陽極 のふ らつ きによる電流異 常 を

回避 で きる。接続 固定 は、 エキスパ ンダ陽極 1 3 の両端 とパ イ プ状 陽極 1 1

との間の全周 あ るいは一部 で も良い。接続 固定 はエキスパ ンダ陽極 1 3 を直

接溶接 して もスぺ 一サ一 を介 して溶接 して も どち らで も良い。全周 の接続 固

定の場合 は廃液 の流通 を考 慮 し、上部 および下部 のパ イ プ状 陽極 1 1 との接

続 間 に孔 を有 す る形状 が好 ま しい。 一部 の接続 固定の場合 はふ らつ き抑制 を

考 慮 し両端 それ ぞれ 2 箇所以上 固定す る ことが好 ま しい。 エキスパ ンダ陽極

1 3 下部 とパ イ プ状 陽極 1 1 下部 は電解層底部 か ら等距離 であ る ことが好 ま

しい。

[001 6] 本 実施形態 におけるエキスパ ンダ陽極 1 3 の長 さは、 エキスパ ンダ陰極 1

2 の長 さの 0 . 5 ~ 0 . 9 5 を乗 じた長 さであ る ことが好 ま しい。 エキスパ

ンダ陽極 1 3 の長 さがエキスパ ンダ陰極 1 2 の長 さの 0 . 9 5 を乗 じた長 さ

を超 える場合 は、析 出 した粉末状 の貴金属 が金属製容器 1 0 底部 に堆積 し短

絡 が起 こ りやす くな るばか りか、 エキスパ ンダ陰極 1 2 底部 での異 常析 出が

発生 して しまう。 エキスパ ンダ陽極 1 3 の長 さがエキスパ ンダ陰極 1 2 の長

さに 0 . 5 を乗 じた長 さ未満 の場合 は陰極 上 の電流分布 に大 きな偏 りがで き

、析 出量や析 出金属形状 が不均一 とな り精製 のための溶解 時間が長時間 にな

つて しまうな どの回収効率 の低 下の原 因 とな る。 更 に、 回収効率 の低 下の抑

制 を考 慮 した場合、 エキスパ ンダ陽極 1 3 の長 さはエキスパ ンダ陰極 1 2 の

長 さに 0 . 7 ~ 0 . 9 5 を乗 じた長 さであ る ことが よ り好 ま しい。



[001 7] 本実施形態における金属性容器 1 0 およびエキスパンダ陰極 1 2 は、チタ

ン、タンタル、ニオブ、ジルコニウムおよびハフニウムのうちの 1 種または

2 種以上の金属または合金よりなるものが好ましい。前記金属以外の金属ま

たは合金を用いた場合、金属性容器 1 0 およびエキスパンダ陰極 1 2 に電解

析出 した貴金属 （金や白金など）を回収後の精製のために電極から溶解回収

する際に多用される王水を用いると、金属性容器 1 0 およびエキスパンダ陰

極 1 2 が溶解する場合がある。あるいは、ステ ン レスなどの不溶性金属を用

いた場合でも、回収分からの分離が困難な微量の鉛成分が溶出 して しまい後

の精製に問題となる。更に、安価であって高い加工性と王水への不溶性を考

慮するとチタン金属またはその合金であることがより好ましい。

[001 8] 本実施形態におけるエキスパンダ陰極 1 2 は、中央部が膨出 した形状とす

ることで、より均一な析出を可能にし、電流異常を抑制 し高い回収効率で貴

金属を析出させることができる。膨出 した形状とは、エキスパンダ陰極 1 2

中央部がもっとも陽極に近 くなるように切断面が円弧を描 く形状である。こ

の形状を採用する理由は、陰極端部の電流の偏 りを更に抑制 し、より均一な

電気分解が可能となることに起因する。

[001 9] 本実施形態におけるパイプ状陽極 1 1 及びエキスパンダ陽極 1 3 は、不溶

性の材料が好ましくその材質としては、少なくとも表面が白金族の金属、合

金または酸化物よりなるものが好ましい。更に、チタン等のバルブ金属に白

金または白金合金をめつきしたものあるいは酸化イリジウムまたは酸化ルテ

二ゥ厶を被覆 したものがコス 卜的にも耐久性においてもより好ましい。

[0020] エキスパンダ陰極 1 2 およびエキスパンダ陽極 1 3 の菱形孔の対角線の長

軸と短軸の長さがそれぞれ 4 X 2 ~ 1 6 X 8 m m のものが好ましい。長さを

4 X 2 m m 未満とすると電着による孔の目詰まりが早期に生 じ、また長さが

1 6 X 8 m m を超えると表面積が小さくなるため回収効率が低下するからで

ある。

[0021 ] 次に、前記のように構成された貴金属回収装置 1 を用いた貴金属回収方法

について図 1 および図 2 と共に説明する。本実施形態の貴金属回収方法にお



いて、貴金属 を含む廃液 を収容する回収廃液槽 2 0 か ら廃液 をポ ンプ 2 1 な

どで送液 し、送液 された廃液がパイプ状陽極 1 1 内を上部か ら底部へ と流通

し、 その流通 された廃液がエキスパ ンダ陰極 1 2 と上記パイプ状陽極 1 1 と

の間を底部か ら上部へ逆流 しなが ら電解 され、廃液流出口 1 5 か ら廃液が排

出され、 フィル タ一 2 2 を通 して回収廃液槽 2 0 へ戻され、 その戻された廃

液が循環 される。 この時、エキスパ ンダ陰極 1 2 の上部 は金属製容器 1 0 の

上肩部 と断面逆 L 字形 に接続固定され、 またエキスパ ンダ陰極 1 2 の下部 は

金属製容器 1 0 の底部 と接続固定されることで、陰極 のふ らつ きによる陽極

との短絡、あるいは電流異常による異常析 出や析 出物の落下による短絡 を抑

制で きる。 またエキスパ ンダ陰極 1 2 の両端部 はそのままでは電流が集中 し

て しまうが、金属製容器 1 0 に接続固定することで、陰極両端部への電流集

中を抑制で き、 それに由来する貴金属の異常析 出による短絡 を抑制で きる。

エキスパ ンダ陽極 1 3 の両端 はパイプ状陽極 1 1 と断面 コの字形 に接続固定

されていることで陰極 との短絡 を抑制で きる。廃液流出口 1 5 か ら廃液 と共

に流出 した金属粉 は、次の工程 に設 け られたフィル タ一 2 2 によ り トラップ

され、更に電極 間の短絡 を抑制で きる。

本実施形態の貴金属回収方法 において、エキスパ ンダ陽極 1 3 の長 さは、

エキスパ ンダ陰極 1 2 の長 さの 0 . 5 ~ 0 . 9 5 を乗 じた長 さであることが

好 ま しい。エキスパ ンダ陽極 1 3 の長 さがエキスパ ンダ陰極 1 2 の長 さの 0

. 9 5 を乗 じた長 さを超 える場合は、析 出 した粉末状の貴金属が金属製容器

0 底部 に堆積 し短絡が起 こりやす くなるばか りか、エキスパ ンダ陰極 1 2

底部での異常析 出が発生 して しまう。エキスパ ンダ陽極 1 3 の長 さがエキス

パ ンダ陰極 1 2 の長 さに 0 . 5 を乗 じた長 さ未満の場合は陰極上の電流分布

に大 きな偏 りがで き、析 出量や析 出金属形状が不均一 とな り精製のための溶

解時間が長時間にな って しまうな どの回収効率の低下の原因 となる。更に、

回収効率の低下の抑制 を考慮 した場合、エキスパ ンダ陽極 1 3 の長 さはェキ

スパ ンダ陰極 1 2 の長 さに 0 . 7 ~ 0 . 9 5 を乗 じた長 さであることがよ り

好 ま しい。



[0023] 金属性容器 1 0 及びエキスパンダ陰極 1 2 は、チタン、タンタル、ニオブ

、ジルコニウムおよびハフニウムのうちの 1種または 2 種以上の金属または

合金よりなることが好ましい。前記金属以外の金属または合金を用いた場合

、金属性容器 1 0 およびエキスパンダ陰極 1 2 に電解析出した貴金属 （金や

白金など）を回収後の精製のために電極から溶解回収する際に多用される王

水を用いると、金属性容器 1 0 およびエキスパンダ陰極 1 2 が溶解する場合

がある。あるいは、ステ ンレスなどの難溶性金属を用いた場合でも、回収分

からの分離が困難な微量の鉛成分が溶出して しまい後の精製に問題となる。

更に、安価であって高い加工性と王水への不溶性を考慮するとチタン金属ま

たはその合金であることがより好ましい。

[0024] エキスパンダ陰極 1 2 は、中央部が膨出した形状であることが好ましい。

それにより均一な析出を可能にし、電流異常を抑制 し高い回収効率で貴金属

を析出させることができる。膨出した形状とは、エキスパンダ陰極 1 2 中央

部がもつとも陽極に近 くなるように切断面が円弧を描 く形状である。この形

状を採用する理由は、陰極端部の電流の偏 りを更に抑制 し、より均一な電気

分解が可能となることに起因する。

[0025] パイプ状陽極 1 1 及びエキスパンダ陽極 1 3 は、少なくとも表面が白金族

の金属、合金または酸化物よりなることが好ましい。更に、チタン等のバル

プ金属に白金又は白金合金をめつきしたものあるいは酸化イリジウムまたは

酸化ルテニゥ厶を被覆 したものがコス ト的にも耐久性においてもより好まし

い。

[0026] 本実施形態の貴金属回収装置において、回収廃液の貴金属回収装置内の送

液速度は対象となる廃液中の金属イオン種、電解条件等により異なるが、 5

~ 3 0 L / m i n であることが好ましい。送液速度が 5 L / m i n 未満の場

合は電解室内の貴金属濃度に偏 りができ不均一な析出が起こりやすくなり、

3 0 L / m i n を超える場合は電解回収効率が低下 し回収に長時間を要 して

しまうため不適当である。金属性容器およびエキスパンダ陰極の電流密度は

0 . 0 5 0 . 3 0 A / d m 2 で行うことが好ましい。金属性容器およびェ



キスパンダ陰極の電流密度が 0 . 0 5 A / d m 2 未満の場合は回収に長時間

要 し、 0 . 3 0 A / d m 2 を超える場合は回収効率が向上 しないばかりかコ

ス 卜が嵩んで しまう。

[0027] 本実施形態の貴金属回収方法において、金属性容器 1 0 またはエキスパン

ダ陰極 1 2 に付着 した貴金属、金属製容器 1 0 底部に堆積 した貴金属および

フィルタ一 2 2 に 卜ラップされた貴金属は、異常析出などが抑制されている

ため容易に剥離溶液である王水又はK C N溶液により剥離溶解 し、貴金属の

純度を 1桁程度に高めるための精製を行うことができる。剥離溶液としては

、各種貴金属を同時に溶解できる王水を用いることが好ましい。

実施例

[0028] 以下、本発明の貴金属回収装置の実施形態の一態様を図面1および図 2 と共

に説明する。電解槽となる円筒状の金属製容器 1 0 (寸法：内径 1 5 0 m m、

高さ 7 0 0 m m) と、金属製容器 1 0 の内周に沿って一層目の筒状のエキス

パンダ陰極 1 2 (寸法 ：直径 1 4 0 m m、板厚 1 m m、長さ6 8 5 m m、菱

形孔の対角線の長さ6 (長軸）X 3 (短軸）m m) 、更に金属製容器 1 0 の

内周に沿って二層目の筒状のエキスパンダ陰極 1 2 (寸法 ：直径 1 3 0 m m

、板圧 1 m m、長さ6 8 5 m m、菱形孔の対角線の長さ6 (長軸）X 3 (短

軸）m m) が配置されている。一方、金属製容器 1 0 の中心部にはパイプ状

陽極 1 1 (寸法 ：外径 2 2 m m、長さ6 9 0 m m、板厚 2 m m) が揷入され

ており、パイプ状陽極 1 1 の外周に沿って筒状のエキスパンダ陽極 1 3 (寸

法 ：外径 3 8 m m、板厚 1 m m、長さ 5 9 0 m m、菱形孔の対角線の長さ8

(長軸）X 4 (短軸）m m) が配置されている。パイプ状陽極 1 1 の底部は

開口されており、金属製容器 1 0 の底面より一定の距離 （9 5 m m) をおい

ている。この場合のエキスパンダ陽極 1 3 の長さは、エキスパンダ陰極 1 2

の長さの 0 . 8 6 を乗 じた長さである。

[0029] エキスパンダ陰極 1 2 の上部は金属製容器 1 0 の上肩部と4 枚の連接金属

板 （寸法 ：8 ズ 1 2 、板厚 1 ) により溶接で一体的に接続固定

され、全体として断面逆 L 字形に形成される。エキスパンダ陰極 1 2 の下部



は、上部 と同様に金属製容器 1 0 の底部 と4 か所接続固定されている。ェキ

スパ ンダ陽極 3 の両端はパイプ状陽極 1 1 とリング状の連接金属板 （寸法

：外径 3 8 m m、内口径 1 8 m m、板圧 1 m m ) により溶接で一体的に接続

固定され、全体 として断面コの字形に形成される。

[0030] 金属性容器 1 0 、エキスパ ンダ陰極 1 2 及び陰極の連接金属板はチタン製

であ り、パイプ状陽極 1 1 、エキスパ ンダ陽極 1 3 及び陽極の連接金属板は

チタンを基材 としてィ リジゥ厶めっきしたものを用いている。

[0031 ] 本実施形態にかかる貴金属回収方法の一態様 としては、金を含む廃液を収

容する回収廃液槽 2 0 か らポンプ 2 1 により廃液を送液 し、送液された廃液

はパイプ状陽極 1 1 上部か ら底部へ と流通され、金属製容器 1 0 底部 まで通

液するようになっている。その通液された廃液は、陰極 と陽極 との間を底部

か ら上部へ逆流 しなが ら電解される。その電解された廃液は金属製容器 1 0

上部の絶縁性蓋体 1 4 に空けられた廃液流出口 1 5 か ら排出され、糸巻 きフ

ィルタ一 2 2 を通 して回収廃液槽へ戻 し循環される。 この循環の送液速度は

、対象 となる廃液中の金属イオン種、電解条件により異なるが、金を含むめ

つき液 5 0 0 L (金濃度 1 . 5 g / L ) か らの金の電解回収においては、送

液速度 1 0 ~ 2 0 L / m i n で実施されている。 また回収作業時の電解条件

は、電流密度 0 . 1 ~ 0 . 2 A / d m 2 で行 った。 1 回の回収作業に要するほ

間は、上記送液速度、電解条件では、 1 2 ~ 1 8 時間となる。

[0032] 金を含むめっき廃液か らの金の回収において、電解後の貴金属回収装置 1

は、金が析出 したエキスパ ンダ陰極 1 2 を含む金属製容器 1 0 、及び場合に

より金粉末が付着 したフィルター 2 2 とともに取 り外される。析出 した金は

、精製のための溶解液 として王水等が用いられる。チタンは王水等に溶解す

ることがない。溶解液は金属製容器 1 0 内に注入 し、回収装置内で攪拌によ

り金を溶解させることができる。 また、金が析出 したエキスパ ンダ陰極 1 2

を含む金属製容器 1 0 を溶解液の槽の中に投入 し金を溶解させることもでき

る。析出 した金は、王水等で容易に溶解する。

[0033] 本発明の貴金属回収装置を用いた金を含むめっき廃液か らの前記金回収に



おいて、満足な結果が得 られた。具体的には、陰極両端部への電流集中に由

来する金の異常析 出による短絡 は全 く生 じなか った。 また、析 出金属の厚 さ

は 0 . 5 ~ 3 . O m m で均一に析 出 し、容易に回収物の精製の際の王水溶解

を行 うことがで きた。回収廃液か らの回収金の収率 は 9 9 . 9 % であ った。



請求の範囲

[ 請求項 1] 電解槽 を構成する円筒状の金属製容器 と、前記金属製容器 を密閉 し

取外 し可能な、廃液流出口を有する絶縁性蓋体 と、前記絶縁性蓋体の

中心 を貫通 し、廃液 を上部か ら底部へ と流通 させるパイプ状陽極 と、

前記金属製容器の内周 に沿 って配置 される筒状のエキスパ ンダ陰極 と

、前記パイプ状陽極 の外周 に沿 って配置 される筒状のエキスパ ンダ陽

極 と、 を備 える貴金属回収装置であ って、

前記エキスパ ンダ陰極 の上部 は前記金属製容器の上肩部 と断面逆 L

字形 に接続固定されてお り、前記エキスパ ンダ陰極 の下部 は前記金属

製容器の底部 と接続固定されてお り、前記エキスパ ンダ陽極 の両端 は

前記パイプ状陽極 と断面 コの字形 に接続固定されていることを特徴 と

する貴金属回収装置。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の貴金属回収装置であ って、

前記エキスパ ンダ陽極 の長 さは、前記エキスパ ンダ陰極 の長 さの 0

. 5 0 . 9 5 を乗 じた長 さである貴金属回収装置。

[ 請求項3] 請求項 1 に記載の貴金属回収装置であ って、

前記金属性容器及び前記エキスパ ンダ陰極 は、チタン、 タンタル、

ニオ ブ、 ジル コニウムおよびハ フニウムの うちの 1 種 または 2 種以上

の金属 または合金 よ りなる貴金属回収装置。

[ 請求項4] 請求項 1 に記載の貴金属回収装置であ って、

前記エキスパ ンダ陰極 の中央部が、前記エキスパ ンダ陽極側 に膨 出

した形状である貴金属回収装置。

[ 請求項 5] 請求項 1 に記載の貴金属回収装置であ って、

前記パイプ状陽極 および前記エキスパ ンダ陽極 は、少な くともその

表面が白金族の金属、合金 または酸化物 よ りなる貴金属回収装置。

[ 請求項 6] 貴金属回収方法 において、

電解槽 を構成する、 円筒状の金属製容器上 に設 け られた密閉 し取外

し可能な絶縁性蓋体の中心 を貫通するパイプ状陽極 と、



金属製容器およびその内周 に沿 って配置 されるエキスパ ンダ陰極 と

ノ《ィプ状陽極外周 に沿 つて配置 される筒状のエキスパ ンダ陽極 と、

を準備 し、

貴金属 を含む廃液 を収容する回収廃液槽か ら廃液 を送液する工程 と

送液 された廃液が前記 / くィプ状陽極 内を上部か ら底部へ と流通するェ

程 と、

その流通 された廃液が前記エキスパ ンダ陰極 と前記 / くィプ状陽極 と

の間を底部か ら上部へ逆流 しなが ら電解する工程 と、

廃液流出口か ら前記廃液 を排 出 し、 フィル ターを通 して前記回収廃

液槽へ戻 し、 その電解 された廃液 を循環 させる工程 と、

を含む貴金属回収方法 において、

前記エキスパ ンダ陰極 の上部 は前記金属製容器の上肩部 と断面逆 L

字形 に接続固定されてお り、前記エキスパ ンダ陰極 の下部 は前記金属

製容器の底部 と接続固定されてお り、前記エキスパ ンダ陽極 の両端 は

前記パイプ状陽極 と断面 コの字形 に接続固定されていることを特徴 と

する貴金属回収方法。

[ 請求項 7] 請求項 6 に記載の貴金属回収方法であ って、

前記エキスパ ンダ陽極 の長 さは、前記エキスパ ンダ陰極 の長 さの 0

. 5 0 . 9 5 を乗 じた長 さである貴金属回収方法。

[ 請求項 8] 請求項 6 に記載の貴金属回収方法であ って、

前記金属性容器及び前記エキスパ ンダ陰極 は、チタン、 タンタル、

ニオ ブ、 ジル コニウムおよびハ フニウムの うちの 1種 または 2 種以上

の金属 または合金 よ りなる貴金属回収方法。

[ 請求項 9] 請求項 6 に記載の貴金属回収方法であ って、

前記エキスパ ンダ陰極 の中央部が、前記エキスパ ンダ陽極側 に膨 出

した形状である貴金属回収方法。



[ 請求項 10 ] 請求項 6 に記載の貴金属回収方法であ って、

前記パイプ状陽極及び前記エキスパ ンダ陽極 は、少な くともその表

面が白金族の金属、合金 または酸化物 よ りなる貴金属回収方法。
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